
 

人材紹介基本契約書 

 

（以下「甲」という）、ティージー株式会社（以下「乙」という）は、甲の依頼に基づき、乙が求職者を紹介する人材紹介業

務に関し次のとおり基本契約を締結する。 

 

第 1 条（主旨） 

甲は甲の依頼する求人案件に基づき、甲に求職者を紹介する業務（以下「本件業務」という）を乙に委託し、乙はこれを受託する。 

 

第 2 条（報酬） 

1  本件業務に基づき乙が甲に紹介した求職者を甲が採用した場合には、甲は乙に対しその紹介手数料を報酬として支払う。 

2  報酬額は、理論年収（月次固定給×12 ヶ月＋通年賞与（想定上の年間賞与））の 35％とし、甲は当該求職者に発行する内定通知書の写し

を乙に提出するものとする。 

3  甲により採用された求職者が入社日から起算して３ヶ月以内に求職者の自己都合により退職した場合、または求職者本人の責により解雇

となった場合には、乙は甲に対して以下の割合で当社報酬額を返還する。 

  (1) 入社１ヶ月未満       80％を返還 

  (2) 入社１ヶ月以上 3 ヶ月未満  50％を返還 

   

4 前 3 項の規定に関らず予め個別に取り決めがなされている場合はその取り決めを優先する。 

5  本契約書でいう入社日には、試用期間の開始日を含む。 

6 なお、返金時のお振込み手数料は甲が負担するものとする。 

 

第 3 条（請求と支払）  

1  乙は求職者の甲への入社日の属する月の末日を締め日とし、前項に定める報酬額及びその消費税の合計金額の請求書を甲に発行する。 

2 甲は求職者の入社日の属する月の末日を締め日とし、該当月の翌月末日を支払期限として乙からの請求金額を乙に支払うものとする。な

お支払いは予め乙の指定する銀行口座への振込みを以って行い、振込みに要する手数料は甲が負担する。 

  

第 4 条（求職者との連絡） 

甲は、当該求職者の入社決定以前に、乙の了解を得ずに当該求職者と直接に連絡をとらないこととする。 

 

第 5 条（契約有効期間） 

1  本契約の有効期間は、令和 年 月 日より令和  年 月 日までとする。但し、期間満了の 1 ヶ月前までに甲乙双方又はいずれか一方

から何らの意思表示がない場合には、本契約は従前と同様の内容にて更に 1 年間更新されるものとし、以降も同様とする。 

2  前項の規定に関らず、甲及び乙は 1 ヶ月前に書面を以って相手方に通知をすることにより、本契約を解約することができるものとする。 

3  第 2 項の解約による本契約終了日以前に乙が紹介した求職者が、本契約終了日以降、甲に入社した場合には、本契約終了後といえども第

2 条に規定する報酬が発生するものとする。 

4 本契約終了後も第６条及び第７条に定める権利義務は有効とする。 

 



 

第 6 条（機密保持） 

1  本契約書において機密情報とは、甲または乙が既に相手方に対して開示した、または今後相手方に対し開示する、技術上、営業上その他

の一切の情報及び個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人を識別できるものであり、他の情報と照合することにより特定の個

人を識別できるものを含む）をいう。 

2  前項の規定にかかわらず、次の各号の一つに該当するものは、この限りではない。 

① 公知の事実およびその他一般に入手可能な情報 

② 開示を受けた者が当該情報の受領時に既知であった情報 

③ 開示を受けた者が、正当に開示する権利を有する第三者より、後日正当に入手した情報 

④ 開示を受けた者が、開示者による開示とは無関係に後日開発した情報 

⑤ 開示時点以降において、開示を受けた者の責に帰すべからざる事由によって公知となった情報 

⑥ 法令により開示が強制される情報 

3 開示を受けた者は善良な管理者の注意義務をもって機密情報を取り扱うこととし、開示者の事前承認なしに、機密情報を第三者に開示ま

たは漏洩、および本件業務以外の目的で機密情報を利用・複製してはならない。 

4 甲及び乙は、その従業者に対し前項に規定する義務を遵守させるために十分な指導監督を行う。 

5 甲及び乙は本件業務終了時、または開示者が返還を請求した場合は、機密情報（複製されたものも含む）を直ちに開示者に返還し、機密

情報を（複製したものも含む）廃棄する場合は、開示者の指定した方法によりこれを行うものとする。 

 

第 7 条 (損害賠償) 

甲及び乙は、債務不履行、法律上の瑕疵担保責任、不当利得、不法行為その他の請求原因にかかわらず、相手方の本契約不履行または個

別契約不履行等により自己が損害を被ったときは、相手方に対しその損害賠償を請求できるものとする。 

 

第 8 条（遅延損害金） 

第２条及び第３条に定める委託料金の支払い期日以降は、甲は年１４％の割合で遅延損害金を加算して支払うものとする。 

 

第 9 条 (管轄裁判所) 

本契約に関する係争については、東京地方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

第 10 条 (信義則) 

本契約の解釈につき疑義が生じた揚合、または本契約に定めのない事項が生じた場合には、甲乙間において協議を行い、これを解決す

るものとする。 

 

第 11 条（反社会的勢力等の排除） 

  甲および乙は、自らおよび自らの再委託先が「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」に規定される暴力団およびその関係団

体等（以下「反社会的勢力」という）でないこと、反社会的勢力でなかったこと、反社会的勢力を利用しないこと、反社会的勢力を名乗

るなどして相手方の名誉・信用を毀損しもしくは業務の妨害を行いまたは不当要求行為をなさないこと、また自らの主要な出資者または

役職者が反社会的勢力の構成員でないことを保証する。 

 

以上本契約の成立を証するため本書２通を作成し、甲乙記名捺印のうえ各 1 通を保有する。 



 

 

令和  年 月 日 

甲： 

 

 

 

 

 

乙：東京都台東区東上野 4-20-1 TCC ビル 1Ｆ 

  ティージー株式会社 (許可番号 13-ユ-306910) 

    代表取締役  川崎 國博   


